
芦屋市の財政指標について（健全化判断比率等） 

１ 財政分析指標 

(1)「経常収支比率」は、財政構造の弾力化を判断する指標です。一般的に100％を超え

ると経常的な経費が経常的な一般財源収入で賄えていないことを指し、財政が硬直

しているとされています。令和４年度では、前年度に比べ市税や地方消費税交付金

が増加したものの、扶助費、物件費等の経常経費も増加しており、数値は上昇（悪

化）していますが、１００％を下回る水準となっており、引き続き慎重に財政運営

していきます。 

 (2)「財政力指数」は、地方団体の財政力を判断する数値として用いられます。普通交

付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で割った数値の３年間の平均

値です。一般的に１を超えるほど財政力が高いとされますが、標準的な需要と収入

で算定されるため、実際の財政運営の状況を反映しているとは限らないことに注意

が必要であり、引き続き慎重な財政運営を行っていきます。 

①「経常収支比率」は、財政構造の弾力化を判断する指標です。 

②「財政力指数」は、地方団体の財政力を判断する数値として用いられます。 

２ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律による健全化判断比率等の状況 

地方公共団体の財政の健全化に資することを目的として、地方公共団体の財政の健全

性に関する比率（以下「健全化判断比率」という。）の公表が平成 19 年度から制度化さ

れ、健全化判断比率が一定以上の場合、早期健全化団体となり、財政健全化計画を策定

し、当該計画について議会の議決を受けることになります。 

令和４年度決算見込値による算定結果と各比率の説明をいたします。なお、基準を超

える比率はありませんでした。 

   令和２年度 令和３年度 令和４年度 

①経常収支比率（単年度） 96.9% 92.0% 94.6%

②財政力指数（３か年平均） 1.023 1.024 1.038



【算定結果】 

実質公債費比率： 総合公園整備に係る割賦金に対し基金を取り崩さず一般財源で負担したこ

とにより、単年度の数値が増加したため、３か年平均の数値が上昇（悪化）

しました。 

実 質 赤 字：普通会計（一般会計及び公共用地取得費特別会計）の歳入額が歳出額を超 

過しており（黒字）、実質赤字はありません。 

連結実質赤字：一般会計及その他の特別会計の歳入額が歳出額を超過しており（黒字）、

また、公営企業会計（水道事業、病院事業、下水道事業）において資金不

足が発生しておらず、連結実質赤字はありません。 

将来負担比率：償還額が借入額を上回り市債残高が減少したこと及び財政基金等の残高が

増加したことから、昨年度に引き続き数値は下降（改善）しました。 

資金不足比率：公営企業会計（水道事業、病院事業、下水道事業）において資金不足はあ

りません。 

 (単位：％) 

注１：実質赤字比率、連結実質赤字比率の早期健全化基準は、市町村の毎年度の財政規模

に応じて変動します。 

注２：実質赤字比率、連結実質赤字比率については、歳入額が歳出額を超過（黒字）とな

っているため、「－（赤字なし）」と表示しています。また、資金不足比率につい

ては、資金剰余が発生しているため、「－（資金不足なし）」と表示しています。

本市の決算 
市区町村の財政の悪化を 

判断する基準（令和４年度）

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

早期健全化 

基準 

財政再生 

基準 

①実質赤字比率 － － － 12.09 20 

②連結実質赤字比率 － － － 17.09 30

③実質公債費比率 7.4 6.3 6.9 25  35 

④将来負担比率 97.7 83.4 67.8 350

⑤資金不足比率 － － －   20  



【用語解説】 

① 実質赤字比率      ―     （早期健全化基準１２．０９％） 

＜別表１＞ 

●地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示す

のが「実質赤字比率」です。 

●標準財政規模とは、自治体の標準的な収入のうち、市税や地方交付税などのよ

うに使いみちの自由な財源の規模で、自治体間の財政指標の相対的な比較ができ

るよう、各財政指標の計算の分母に共通して用いられます。 

② 連結実質赤字比率    ―     （早期健全化基準１７．０９％）

＜別表２＞ 

●すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を

指標化し、地方公共団体全体としての運営の深刻度を示すのが「連結実質赤字比

率」です。 

③ 実質公債費比率 ６．９％  （早期健全化基準２５％）

＜別表３＞ 

●借入金の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を

示すのが「実質公債費比率」です。 

 ●３か年平均の数値を用います。 

●大きいほど財政運営が硬直的であることを意味します。 

●準元利償還金とは、一般会計以外の特別会計で借り入れた地方債に対して一般

会計が負担するために繰出金として支出した経費など、実質的な公債費（元利償

還金）と変わらないものを言います。  



④ 将来負担比率 ６７．８％  （早期健全化基準３５０％）

＜別表４＞ 

●地方公共団体の一般会計の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある

負担等の決算年度末における残高の程度を指標化し、将来財政を圧迫する可能性

が高いかどうかを示すのが「将来負担比率」です。 

●公債費負担比率や経常収支比率は地方債の負担の重さをフロー（元利償還金）

で測定するのに対し、本来の地方債の重さはストック（残高）で量られるべき等

の考え方から導入されました。 

●将来負担額とは、一般会計等の地方債残高のほか、公債費以外にあらかじめ後

年度の債務が約束されたもの（これを債務負担行為に基づく支出予定額といいま

す）、特別会計や一部事務組合の地方債に対する一般会計負担見込額、職員の退職

手当の負担見込額、第３セクター等の負債額等に対する一般会計負担見込額など

の合計を言います。 

⑤ 資金不足比率     －    （早期健全化基準２０％）

＜別表５＞ 

●公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して

指標化し、経営状況の深刻度を示すのが「資金不足比率」です。 

●本市では、病院、上水道、下水道、都市再開発事業ともに資金不足比率はあり

ません。 



＜別表１　実質赤字比率＞

一般会計等の実質赤字（黒字）額

標準財政規模

実質黒字額が生じる場合は、実質赤字比率は「－％（なし）」

歳入決算額 歳出決算額 翌年度へ繰り越すべき財源① 翌年度へ繰り越すべき財源② 実質収支額

一般会計 48,050,580 45,590,920 241,687 0 2,217,973 (黒字)

公共用地取得費特別会計 780,750 623,945 59 0 156,746 (黒字)

2,374,719 (黒字)

24,848,512

　　実質赤字比率（％）　　　　＝

標準財政規模

実質赤字（黒字）額

一般
会計
等



＜別表２　連結実質赤字比率＞

連結実質赤字（黒字）額

標準財政規模

　　連結実質黒字額が生じる場合は、連結実質赤字比率は「－％（なし）」

歳入決算額 歳出決算額
翌年度へ繰り越すべき

財源①

翌年度へ繰り越すべき
財源

（＊説明資料６参照）
実質収支額

一般会計 48,050,580 45,590,920 241,687 0 2,217,973 (黒字)

公共用地取得費特別会計 780,750 623,945 59 0 156,746 (黒字)

国民健康保険事業特別会計 10,119,461 9,866,594 0 0 252,867 (黒字)

介護保険事業特別会計 9,460,184 9,291,371 0 0 168,813 (黒字)

駐車場事業特別会計 79,505 45,068 0 0 34,437 (黒字)

後期高齢者医療事業特別会計 2,439,097 2,332,729 0 0 106,368 (黒字)

歳入決算額 歳出決算額
翌年度へ繰り越すべき

財源①
土地収入見込額

（宅地造成事業のみ）
算入地方債の現在高 資金不足（剰余）額

都市再開発事業特別会計 544,328 418,476 84,077 0 0 41,775 (資金剰余)

流動資産 流動負債 流動資産の控除額 流動負債の控除額 算入地方債の現在高 資金不足（剰余）額

病院事業会計 1,234,889 1,447,265 0 441,336 0 228,960 (資金剰余)

水道事業会計 2,651,510 1,227,474 0 285,791 0 1,709,827 (資金剰余)

下水道事業会計 1,705,488 1,118,052 0 783,236 0 1,370,672 (資金剰余)

6,288,438 (黒字)

24,848,512

連結実質赤字比率（％）　　　　　　＝

標準財政規模

一般
会計
等

公営
事業
・
公営
企業
会計

連結実質赤字（黒字）額



＜別表３　実質公債費比率＞

（１ 地方債の元利償還金 ＋ ２ 準元利償還金） － （３ 特定財源 ＋ ４ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　実質公債費比率（％）

　　（３ヵ年平均）

２年度 ３年度 ４年度

1 4,298,075 3,952,972 4,231,831

2 1,531,243 1,406,129 1,609,674

3 1,917,755 1,705,375 1,678,367

4 2,666,744 2,349,664 2,168,188

5 24,021,604 23,448,078 24,848,512

5.82921 6.18085 8.79595 （％）

6.9 （％）

＝

５ 標準財政規模　－　（４ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

３か年平均

特定財源

【計算式】（１＋２－３－４）÷（５－４）×１００（％）

地方債の元利償還金（満期一括地方債の元金分，借換債による償還分は除く）

準元利償還金

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

標準財政規模



＜別表４　将来負担比率＞

1 66,277,611

2 充当可能基金額 20,394,842

3 特定財源充当見込額 13,698,307

4 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 16,784,568

5 標準財政規模 24,848,512

6 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 2,168,188

67.8 （％）

＊いずれも決算年度又は、決算年度末における額。

１ 将来負担額　－　（２ 充当可能基金額＋３ 特定財源見込額＋４ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

【計算式】（１－２－３－４）÷（５－６）×１００（％）

将来負担額

＝　　将来負担比率（％）

５ 標準財政規模　－　（６ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）



＜別表５　資金不足比率＞

資金不足額

事業の規模

資金剰余額が生じる場合は、資金不足比率は「－％（なし）」

歳入決算額 歳出決算額
翌年度へ繰り越す
べき財源

土地収入見込額
（宅地造成事業の

み）
算入地方債の現在高 資金不足（剰余）額 事業の規模

都市再開発事業特別会計 544,328 418,476 84,077 0 0 41,775 7,069 （資金剰余）

流動資産 流動負債 流動資産の控除額 流動負債の控除額 算入地方債の現在高 資金不足（剰余）額 事業の規模

病院事業会計 1,234,889 1,447,265 0 441,336 0 228,960 4,857,057 （資金剰余）

水道事業会計 2,651,510 1,227,474 0 285,791 0 1,709,827 1,770,193 （資金剰余）

下水道事業会計 1,705,488 1,118,052 0 783,236 0 1,370,672 1,765,758 （資金剰余）

資金不足比率（％）　　　　　　＝


